平成１２年青森県産業連関表
結果の概要
１．　eq \o\ad(\d\fo"県内生産額　　　"(),県内生産額)
平成１２年に県内の各産業で生産された財貨・サービスの総額（県内生産額）は７兆８，７８９億円で、平成７年に比べ１，６５３億円増加した。
これを５年間の伸び率でみると２．１％の伸びとなっており、平成２年から７年の伸び率１６．５％と比べ、低下している。
　図１　県内生産額の推移
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表１　県内生産額の推移
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用語の解説

  県内生産額

　  県内に所在する事業所の生産活動によって生み出された財貨・サービスの額をいう。
２．　eq \o\ad(\d\fo"産業別生産額　　"(),産業別生産額)
平成１２年の県内生産額の産業別構成比をみると、最も割合が高いのは、サービスで２１．４％を占め、次いで、製造業が１９．７％、建設業が１４．０％、商業が１１．６％、金融・保険・不動産が１１．０％の順になっている。
産業別構成比を平成７年と比べると、第１次産業と商業で割合が低下しており、第２次産業の建設、第３次産業の、金融・保険・不動産、運輸・通信・放送、サービス等で割合が上昇している。製造業の内訳では、非鉄金属、一般機械、電気機械等で割合が上昇しているものの、繊維製品、食料品、鉄鋼等で低下し、全体に占める製造業の割合には変化がなかった。
また産業別生産額の伸びをみると、製造業では、一般機械（１３６．３％）、非鉄金属（１３１．３％）、精密機械（３２．０％）、電気機械（１９．８％）、サービス関連では、運輸・通信・放送（１１．６％）などが高い伸び率となっているが、一方で、第１次産業、製造業のうち繊維製品（△４６．１％）、鉄鋼（△２７．９％）、食料品（△７．２％）等では伸びがマイナスとなっており、平成７年の生産額を下回っている。
用語の解説

  産業
産業連関表でいう「産業」とは、約３，８００に分類した財貨・サービスの個々の商品を意味しており、同一事業所で２つ以上の商品を生産している場合、産業連関表では、それぞれを区分けして該当する各産業部門に分類する。したがって、企業あるいは事業所をベースとして分類されている通常の「産業」とはその概念を異にする。
なお、以下の解説では便宜的に「産業」という語を用いている。
[image: image3.wmf]図２　産業別生産額の構成
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表２　産業別県内生産額

　　実　額　（億円）

　　構　成　比　（％）

　伸 び 率 (％)�

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

2〜7

7〜12�

産業計

66,239

77,136

78,789

100.0

100.0

100.0

16.5

2.1

一

農業

3,061

2,886

2,305

4.6

3.7

2.9

-5.7

-20.1

次

畜産

815

752

698

1.2

1.0

0.9

-7.7

-7.1

産

林業

436

408

360

0.7

0.5

0.5

-6.4

-11.7

業

漁業

1,094

789

654

1.7

1.0

0.8

-27.9

-17.2

鉱業

470

403

457

0.7

0.5

0.6

-14.4

13.5

製造業

13,865

15,210

15,504

20.9

19.7

19.7

9.7

1.9

食料品

5,578

4,814

4,468

8.4

6.2

5.7

-13.7

-7.2

二

繊維製品

590

1,601

864

0.9

2.1

1.1

171.3

-46.1

パルプ・紙・木製品

1,798

1,711

1,901

2.7

2.2

2.4

-4.9

11.2

化学製品

430

329

337

0.6

0.4

0.4

-23.6

2.5

次

石油・石炭製品

55

68

67

0.1

0.1

0.1

22.9

-1.6

窯業・土石製品

713

759

654

1.1

1.0

0.8

6.5

-13.9

鉄鋼

1,139

919

663

1.7

1.2

0.8

-19.3

-27.9

産

非鉄金属

57

466

1,078

0.1

0.6

1.4

717.3

131.3

金属製品

383

409

381

0.6

0.5

0.5

6.7

-6.8

一般機械

262

346

817

0.4

0.4

1.0

32.2

136.3

業

電気機械

1,710

2,462

2,949

2.6

3.2

3.7

43.9

19.8

輸送機械

94

177

158

0.1

0.2

0.2

88.9

-11.0

精密機械

182

143

189

0.3

0.2

0.2

-21.2

32.0

その他の製造工業製品

699

835

823

1.1

1.1

1.0

19.5

-1.4

建設

8,917

10,335

11,040

13.5

13.4

14.0

15.9

6.8

電力・ガス・水道

1,536

1,725

1,964

2.3

2.2

2.5

12.2

13.9

三

商業

8,586

10,067

9,128

13.0

13.1

11.6

17.2

-9.3

次

金融・保険・不動産

6,868

7,958

8,637

10.4

10.3

11.0

15.9

8.5

産

運輸・通信・放送

3,679

4,693

5,238

5.6

6.1

6.6

27.6

11.6

業

公務

4,067

5,332

5,575

6.1

6.9

7.1

31.1

4.6

サービス

12,402

16,154

16,873

18.7

20.9

21.4

30.2

4.4

分類不明

442

425

355

0.7

0.6

0.5

-3.8

-16.5

(注）製造業計には事務用品を含む。�

 


３．　eq \o\ad(\d\fo"粗付加価値　　　"(),粗付加価値)
生産額から原材料、燃料などの中間投入（※１）を除いた部分が、粗付加価値であり、家計外消費支出、雇用者所得、営業余剰、資本減耗引当、間接税、控除項目の補助金（※２）によって構成され、これから家計外消費支出を除いた部分が、県民経済計算の県内総生産に対応する。
平成１２年に県内産業の生産活動によって生み出された粗付加価値の総額は、４兆７，００８億円で、生産額に占める割合（粗付加価値率）は５９．７％となり、平成７年の５９．５％に比べて０．２ポイント上昇した。
粗付加価値の内訳をみると、最も大きいのが、雇用者所得の２兆７，２１４億円（粗付加価値総額の５７．９％）で、次いで、営業余剰９，２９９億円（同１９．８％）、資本減耗引当６，７９１億円（同１４．４％）、間接税２，８０１億円（同６．０％）、家計外消費支出１，６４２億円（同３．５％）、補助金７３９億円（同△１．６％）となっており、営業余剰の割合が低下し、雇用者所得の割合が上昇している。
次に、平成７年からの伸びをみると、粗付加価値の総額は２．５％増加し、内訳では雇用者所得が３．９％、営業余剰が１．１％、間接税が１５．６％、補助金が２５．２％の増加となり、家計外消費支出が△２．１％、資本減耗引当が△２．８％の減少となった。
※１　１０頁の用語解説参照

※２　第４章の３、部門の概念と範囲参照

用語の解説

  粗付加価値
生産活動を行う際には、原材料、燃料などの物的経費の他に、労働、資本などの生産要素が必要であり、これらの提供への対価、すなわち、生産活動によって新たに付加されたものが付加価値である。産業連関表においては、所得統計ベースで物的経費となる家計外消費支出が含まれているため、粗付加価値といっている。
[image: image5.wmf]図３　項目別粗付加価値額の構成
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[image: image6.wmf]表３　粗付加価値額

　　実　　額　（億円）

　　構　成　比　（％）

　伸び率(％)

平成2年�

７年

12年

平成2年�

７年

12年

2〜7

7〜12�

粗付加価値計

37,005

45,880

47,008

100.0

100.0

100.0

24.0

2.5

家計外消費支出

1,304

1,678

1,642

3.5

3.7

3.5

28.7

-2.1

雇用者所得

18,494

26,183

27,214

50.0

57.1

57.9

41.6

3.9

営業余剰

11,182

9,198

9,299

30.2

20.0

19.8

-17.7

1.1

資本減耗引当

4,655

6,988

6,791

12.6

15.2

14.4

50.1

-2.8

間接税

2,204

2,423

2,801

6.0

5.3

6.0

10.0

15.6

(控除)補助金

-833

-590

-739

-2.3

-1.3

-1.6

-29.2

25.2

 


４．eq \o\ad(\d\fo"中間投入　　　　"(),中間投入)
平成１２年の県内生産額７兆８，７８９億円のうち、財貨・サービスの生産に必要となった原材料、燃料などの中間投入額は３兆１，７８１億円で、県内生産額に占める割合（中間投入率）は４０．３％となった。
中間投入率を産業別にみると、畜産が８０．７％で最も高く、次いで、製造業（５７．４％）、鉱業（５２．５％）、建設（５２．３％）と続いている。逆に低いのは、金融・保険・不動産（１９．５％）、商業（２８．５％）、林業（３０．０％）、サービス（３４．９％）となっている。
製造業の内訳では、非鉄金属（６８．６％）が最も高く、次いで、食料品（６５．０％）、一般機械（６４．９％）、繊維製品（６１．４％）、石油・石炭製品（６０．９％）などと続いている。
また、中間投入率を平成７年と比べると、産業合計で０．２ポイント低下し、産業別では、公務、鉱業、畜産などで上昇し、林業、サービス、製造業などでは低下している。
製造業の内訳では、輸送機械、一般機械、電気機械などで上昇し、精密機械、鉄鋼などで低下した。

５．eq \o\ad(\d\fo"中間需要　　　　"(),中間需要)
平成１２年の総需要額１０兆７，４６６億円のうち、県内の生産活動の原材料、燃料などとして消費された中間需要額は、３兆１，７８１億円で、総需要に占める割合（中間需要率）は２９．６％ となった。
中間需要率を産業別にみると、電力・ガス・水道の６８．６％が最も高く、次いで、鉱業（６０．６％）、畜産（５８．９％）、漁業（４６．２％）などと続いている。 逆に低いのは、公務（０．５％）、建設（７．２％）などとなっている。
製造業の内訳では、金属製品（８０．５％）が最も高く、次いで、窯業・土石製品（７９．５％）、化学製品（６８．１％）、石油・石炭製品（６６．５％）、その他の製造工業製品（６３．９％）などと続いている。
また、中間需要率を平成７年と比べると、産業合計で０．８ポイント低下しており、産業別では、畜産、サービス業、鉱業、運輸・通信・放送業、建設で上昇したものの、他の産業では低下している。
製造業の内訳では、窯業・土石製品、食料品、電気機械で上昇したが、その他は低下している。

用語の解説

  中間投入額（率）
各産業部門の生産活動に必要な原材料、燃料などの財貨及びサービスの購入費用をいう。中間投入額をその産業部門の県内生産額で除した割合が中間投入率である。
　　　中間投入率＝中間投入額／生産額×１００

中間需要額（率）
各産業部門はその生産物を、他の部門の原材料、燃料として産出（販売）している。その額が中間需要額。中間需要率はその産業の需要合計で除した割合で、産業連関表を横にみている。
　　　中間需要率＝中間需要額／需要合計×１００

[image: image7.wmf]表４　中間投入率・中間需要率

 中間投入率（％）Y

 中間需要率（％）Y

H2

H7

H12

H2

H7

H12

産業計

44.1

40.5

40.3

32.6

30.4

29.6

一

農業

29.3

33.0

35.3

29.0

33.5

30.9

次

畜産

69.0

76.9

80.7

55.3

52.7

58.9

産

林業

61.8

47.4

30.0

71.5

52.5

37.5

業

漁業

39.4

34.1

35.1

72.9

66.7

46.2

鉱業

49.0

47.8

52.5

64.7

58.5

60.6

製造業

70.7

59.5

57.4

40.9

39.7

37.4

食料品

76.8

70.2

65.0

20.8

18.1

20.3

二

繊維製品

65.5

61.6

61.4

21.9

26.4

24.4

パルプ・紙・木製品

69.3

53.4

49.4

51.2

51.0

47.6

化学製品

54.0

33.8

31.1

76.6

71.7

68.1

次

石油・石炭製品

75.6

63.3

60.9

75.7

67.5

66.5

窯業・土石製品

64.7

51.5

53.8

73.1

74.2

79.5

鉄鋼

76.4

68.7

58.3

58.3

48.2

41.7

産

非鉄金属

76.9

67.7

68.6

73.9

42.3

39.0

金属製品

57.0

42.4

37.9

82.2

84.1

80.5

一般機械

63.5

61.3

64.9

19.6

36.4

12.9

業

電気機械

64.0

52.0

55.6

20.2

21.5

21.8

輸送機械

66.9

54.8

60.0

30.6

32.6

29.7

精密機械

61.2

58.4

34.6

21.8

23.6

14.8

その他の製造工業製品

57.4

31.5

34.0

65.9

64.5

63.9

建設

55.0

53.0

52.3

6.7

7.0

7.2

電力・ガス・水道

39.1

44.1

44.5

63.1

70.6

68.6

三

商業

30.2

27.5

28.5

35.2

27.9

23.5

次

金融・保険・不動産

18.3

18.2

19.5

32.6

33.2

31.5

産

運輸・通信・放送

35.9

33.2

35.8

42.7

40.2

41.1

業

公務

31.6

31.1

37.7

0.5

0.7

0.5

サービス

38.8

38.3

34.9

23.6

23.2

27.1

分類不明

60.0

36.6

35.1

99.0

99.8

93.2


（注）製造業計には事務用品を含む。
　　　中間投入率＝中間投入計／生産額×１００
　　　中間需要率＝中間需要計／需要合計×１００
　　
６．産業相互の依存関係
各産業部門間には原材料などの需要と供給を通じて、密接な相互依存関係が成立している。中間需要率と中間投入率の大小により各産業を分類すると、４つのグループに分類される。
（Ⅰ）中間財産業（中間投入率、中間需要率とも５０％以上の産業）
このグループは、他の部門から多くの原材料などを購入して生産を行い、その生産物の多くを他の部門の原材料などとして販売している産業からなっている。畜産、石油・石炭製品、窯業・土石製品などがある。
（Ⅱ）最終需要財産業（中間投入率が５０％以上で、中間需要率が５０％以下の産業）
このグループは他の部門から多くの原材料などを購入して生産を行い、その生産物の多くを最終需要部門へ販売している産業からなっている。食料品、繊維製品、一般機械などがある。
（Ⅲ）最終需要財的基礎産業（中間投入率、中間需要率とも５０％以下の産業）
このグループは生産において原材料依存の割合が低く、その生産物の多くを最終需要部門へ販売している産業からなっている。商業、サービス、公務などがある。
（Ⅳ）中間財的基礎産業（中間投入率が５０％以下で、中間需要率が５０％以上の産業）

このグループは生産において原材料依存の割合が低く、その生産物の多くを他の部門へ原材料などとして販売している産業からなっている。化学製品、電力・ガス・水道などがある。
（Ⅰ）中間財産業、（Ⅱ）最終需要財産業、（Ⅲ）最終需要財的基礎産業、（Ⅳ）中間財的基礎産業のそれぞれに分類される産業の生産額の合計をみると、（Ⅰ）が３，１６０億円（構成比４．０％）、（Ⅱ）が２兆２，０３６億円（同２８．０％）、（Ⅲ）が４兆２，９４８億円（同５４．５％）、（Ⅳ）が１兆６４５億円（同１３．５％）となり、構成比を平成７年と比較すると、（Ⅰ）の占める割合が１．８ポイント低下し、（Ⅱ）で０．４ポイント、（Ⅲ）で０．１ポイント、（Ⅳ）で１．２ポイント上昇している。
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中  間  需  要  率

中

間

投

入

率

（％）

（％）

畜産

石油･石炭製品ｮ

窯業･土石製品ｮ

金属製品

化学製品

電力･ガス･水

道

その他の製造工業製品

漁業

鉱業

林業

パルプ･紙･木製品

鉄鋼

一般機械

輸送機械

運輸･通信･放送

金融･保険･不動産

農業

商業

サービス

公務

食料品

非鉄金属

繊維製品

精密機械

電気機械

建設

分類不明

（�T） 中間財産業ｻ

（�U） 最終需要財産業�

（�V） 最終需要財的基礎産業�

（�W） 中間財的基礎産業�

５０

１００

１００

５０

0

 


[image: image9.wmf] 

図５　生産の依存関係からみた産業の類型別生産額構成

5.8

10.8

28.0

27.6

26.2

54.5

54.4

50.6

13.5

12.3

12.5

4.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年

平成７年

平成２年

中間財産業

最終需要財産業

最終需要財的基礎産業

中間財的基礎産業


７．　eq \o\ad(\d\fo"最終需要　　　　"(),最終需要)
最終需要は、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的）、総固定資本形成（民間）、在庫純増、移輸出で構成されており、全ての生産活動は、これらの需要を満たすために行われる。
平成１２年における本県の最終需要の総額は、７兆５，６８５億円となった。その内訳をみると、民間消費支出が２兆５，５５２億円で全体の３３．８％を占め、次いで、移輸出が２兆１，６２２億円（２８．６％）、一般政府消費支出１兆１，７６５億円（１５．５％）、総固定資本形成（民間）９，７６３億円（１２．９％）、総固定資本形成（公的）５，１７５億円（６．８％）、家計外消費支出１，６４２億円（２．２％）、在庫純増１６５億円（０．２％）となっている。
平成７年からの伸びをみると、最終需要全体では５．８％の増加で、内訳では民間消費支出（１．７％）、一般政府消費支出（８．７％）、総固定資本形成（公的）（８．７％）、総固定資本形成（民間）（４６．３％）で増加となり、家計外消費支出（△２．１％）、在庫純増（△３６．０％）、移輸出（△２．６％）で減少となった。

用語の解説

  最終需要
原材料のように他の生産活動に利用されるのではなく、最終的に消費される財貨・サービスに対する需要で、投資も含まれる。また、生産活動によって生みだされた粗付加価値に対し、次の関係が成立している。
　　　最終需要－移輸入＝粗付加価値
[image: image10.wmf]図６　項目別最終需要額の構成
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[image: image11.wmf]表５　最終需要額

実　額　（億円）

　  　構　 成 　比  （％）

 　伸び率（％）j

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

2〜7

7〜12�

最終需要計

60,398

71,513

75,685

100.0

100.0

100.0

18.4

5.8

家計外消費支出

1,304

1,678

1,642

2.2

2.3

2.2

28.7

-2.1

民間消費支出

24,626

25,116

25,552

40.8

35.1

33.8

2.0

1.7

一般政府消費支出

5,829

10,823

11,765

9.7

15.1

15.5

85.7

8.7

総固定資本形成（公的）

4,570

4,759

5,175

7.6

6.7

6.8

4.1

8.7

総固定資本形成（民間）

6,882

6,674

9,763

11.4

9.3

12.9

-3.0

46.3

在庫純増

51

258

165

0.1

0.4

0.2

405.9

-36.0

移輸出

17,136

22,204

21,622

28.4

31.0

28.6

29.6

-2.6


８．　eq \o\ad(\d\fo"移輸出と移輸入　　"(),移輸出と移輸入)
平成１２年の移輸出額は２兆１，６２２億円、移輸入額が２兆８，６７６億円となっており、７，０５４億円の移輸入超過となっている。
産業別に移輸出額と移輸入額の差をみると、農業、畜産、林業、漁業、鉱業、商業、運輸・通信・放送で移輸出超過となっており、逆に製造、電力・ガス・水道、金融・保険・不動産、サービスで移輸入超過となっている。
また、製造業の内訳をみると、移輸出超過は、食料品、パルプ・紙・木製品、鉄鋼、非鉄金属、電気機械の５業種となっており、その他は移輸入超過となっている。

用語の解説

　移輸出率

　　県内生産額に対する移輸出額（県外へ移出及び輸出された財貨・サービス）の割合

　　　移輸出率＝移輸出額／県内生産額

　移輸入率

県内需要（需要合計－移輸出額）に対する移輸入（県外から移入及び輸入された財貨・サービス）の割合

　　　移輸入率＝移輸入額／県内需要額
[image: image12.wmf]表６　移輸出と移輸入
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移輸出率

移輸入率

（億円）

（億円）

（億円）

（％）

（％）

産業計

21,622

28,676

-7,054

27.4

33.4

一

農業

1,514

375

1,139

65.7

32.1

次

畜産

310

175

136

44.4

31.0

産

林業

73

43

30

20.3

13.1

業

漁業

463

435

27

70.7

69.5

鉱業

272

239

32

59.4

56.4

製造業

11,588

17,495

-5,907

74.7

81.7

食料品

2,897

2,641

256

64.8

62.7

二

繊維製品

850

939

-89

98.4

98.6

パルプ・紙・木製品

1,336

917

419

70.3

61.9

化学製品

283

1,446

-1,163

84.2

96.4

次

石油・石炭製品

3

1,368

-1,365

4.3

95.5

窯業・土石製品

203

459

-257

31.0

50.4

鉄鋼

583

343

241

88.1

81.3

産

非鉄金属

1,072

681

391

99.5

99.2

金属製品

201

1,025

-823

52.8

85.1

一般機械

773

1,595

-821

94.6

97.3

業

電気機械

2,822

2,695

127

95.7

95.5

輸送機械

123

1,450

-1,328

77.9

97.7

精密機械

181

287

-105

95.9

97.3

その他の製造工業製品

260

1,650

-1,390

31.6

74.5

建設

0

0

0

0.0

0.0

電力・ガス・水道

0

327

-327

0.0

14.3

三

商業

4,479

3,561

918

49.1

43.4

次

金融・保険・不動産

56

287

-231

0.7

3.2

産

運輸・通信・放送

1,787

1,584

203

34.1

31.5

業

公務

0

0

0

0.0

0.0

サービス

1,060

4,154

-3,094

6.3

20.8

分類不明

21

1

20

5.9

0.3


９．　最終需要と生産

平成１２年の県内生産額７兆８，７８９億円は、平成１２年の最終需要７兆５，６８５億円をまかなうために、直接、間接に必要となった生産額の合計である。
３５部門表により、生産がどの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみると、最も大きいのは移輸出で、２兆７，５３４億円（生産誘発依存度３５．０％）の生産が誘発され、次いで民間消費支出が２兆１，１０６億円（同２６．８％）、一般政府消費支出が１兆４，１３８億円（同１７．９％）の順になっている。平成７年と比べると、生産誘発依存度は、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的）、総固定資本形成（民間）、在庫純増で上昇し、家計外消費支出、移輸出で低下している。　
次に、１単位の最終需要によってどの程度の県内生産が誘発されたか（生産誘発係数）を最終需要の項目別にみると、総固定資本形成（公的）が１．２８倍と最も大きく、次いで移輸出１．２７倍、一般政府消費支出１．２０倍の順となっている。平成７年と比べると、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的）、在庫純増で生産誘発係数が上昇し、他は低下している。
用語の解説

  生産誘発額

　　県内生産活動は、最終需要を過不足なく満たすために行われているのであり、言い換えれば、最終　　

　需要が県内生産を誘発しているといえる。このように、最終需要をまかなうために直接・間接に必要

　となる県内生産額を生産誘発額といい、これを最終需要の項目別にみたものが、最終需要項目別生産

　誘発額である。

  なお、最終需要項目別生産誘発額を合計したものは、県内生産額に一致する。

生産誘発依存度

  生産誘発額の最終需要項目別構成比であり、生産が、どの最終需要項目により、どれだけ誘発され

たかの割合を示している。

生産誘発係数

  各項目別最終需要額に対する、生産誘発額の比率であり、当該最終需要の何倍の県内生産が誘発さ

れたかを示している。
[image: image13.wmf]図９　最終需要項目別生産誘発依存度

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成12年

平成７年

平成２年

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

移輸出

家計外消費支出



民間消費支出



一般政府消費支出

移輸出

総固定資本形成(公的)

総固定資本形成(民間)


[image: image14.wmf]図１０　最終需要項目別生産誘発係数
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表７　最終需要項目別生産誘発額・生産誘発依存度・生産誘発係数

[image: image15.wmf]　　　生産誘発額（億円）

　　生産誘発依存度（％）

　　生産誘発係数（倍）

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

最終需要計

66,239

77,136

78,789

100.00

100.00

100.00

1.0967

1.0786

1.0410

家計外消費支出

1,218

1,504

1,424

1.84

1.95

1.81

0.9346

0.8965

0.8675

民間消費支出

21,996

20,181

21,106

33.21

26.16

26.79

0.8932

0.8035

0.8260

一般政府消費支出

7,022

12,929

14,138

10.60

16.76

17.94

1.2045

1.1946

1.2017

総固定資本形成（公的）

5,553

6,047

6,599

8.38

7.84

8.38

1.2149

1.2706

1.2750

総固定資本形成（民間）

6,696

7,465

7,812

10.11

9.68

9.91

0.9729

1.1185

0.8002

在庫純増

24

148

176

0.04

0.19

0.22

0.4693

0.5736

1.0643

移輸出

23,730

28,862

27,534

35.83

37.42

34.95

1.3848

1.2999

1.2734

（注）３５部門による


１０．最終需要と粗付加価値誘発額
３５部門表により、平成１２年の県内生産に伴い生じた粗付加価値額４兆７，００８億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみると、最も大きいのは移輸出で、１兆５，０６６億円（粗付加価値誘発依存度３２．１％）の粗付加価値が誘発され、次いで民間消費支出が１兆４，３１０億円（同３０．４％）、一般政府消費支出が９，１７０億円（同１９．５％）の順になっている。平成７年と比べると、粗付加価値誘発依存度は、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的）、総固定資本形成（民間）、在庫純増で上昇し、家計外消費支出、移輸出で低下している。
次に、１単位の最終需要によってどの程度の粗付加価値が誘発されたか（粗付加価値誘発係数）を最終需要の項目別にみると、一般政府消費支出が０．７８倍、在庫純増０．７５倍、移輸出０．７０倍、県内総固定資本形成（公的）０．６５倍となっている。平成７年と比べると、家計外消費支出、民間消費支出、県内総固定資本形成（公的）、在庫純増で上昇し、一般政府消費支出、総固定資本形成（民間）、移輸出で低下している。
用語の解説
  粗付加価値誘発額
    各最終需要によって生産が誘発されれば、それに伴い粗付加価値も誘発される。この誘発額を粗付加

価値誘発額といい、誘発された各産業部門の生産額（生産誘発額）に当該産業部門の粗付加価値率を乗

じて求める。

  粗付加価値誘発依存度
    最終需要項目別粗付加価値誘発額の構成比であり、各産業部門の粗付加価値がどの最終需要項目によ

  りどれだけ誘発されたかの割合を示す。

  粗付加価値誘発係数
    その項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の粗付加価値がどれだけ増加しているかを

示す係数である。
[image: image16.wmf]図１１　最終需要項目別粗付加価値誘発依存度
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[image: image17.wmf]図１２　最終需要項目別粗付加価値誘発係数
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表８　最終需要項目別粗付加価値誘発額・粗付加価値誘発依存度・粗付加価値誘発係数

[image: image18.wmf]　粗付加価値誘発額（億円）

　粗付加価値依存度（％）

　粗付加価値誘発係数（倍）

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

最終需要計

37,005

45,880

47,008

100.00

100.00

100.00

0.6127

0.6416

0.6211

家計外消費支出

703

839

836

1.90

1.83

1.78

0.5394

0.5002

0.5091

民間消費支出

13,928

13,625

14,310

37.64

29.70

30.44

0.5656

0.5425

0.5600

一般政府消費支出

4,768

8,619

9,170

12.89

18.79

19.51

0.8180

0.7964

0.7794

総固定資本形成（公的）

2,633

3,063

3,353

7.12

6.68

7.13

0.5761

0.6437

0.6478

総固定資本形成（民間）

3,203

3,915

4,151

8.66

8.53

8.83

0.4654

0.5865

0.4252

在庫純増

13

85

123

0.03

0.19

0.26

0.2481

0.3299

0.7458

移輸出

11,757

15,734

15,066

31.77

34.29

32.05

0.6861

0.7086

0.6968

（注）３５部門による


１１．最終需要と移輸入誘発額
３５部門表により、平成１２年の移輸入額２兆８，６７６億円が、どの最終需要によって誘発されたかを最終需要の項目別にみると、最も大きいのは民間消費支出で、１兆１，２４３億円（移輸入誘発依存度３９．２％）の移輸入が誘発され、次いで移輸出が６，５５６億円（同２２．９％）、総固定資本形成（民間）が５，６１２億円（同１９．６％）となっている。平成７年と比べると、移輸入誘発依存度は、一般政府消費支出、総固定資本形成（民間）で上昇し、家計外消費支出、民間消費支出、総固定資本形成（公的）、在庫純増、移輸出で低下している。
次に、１単位の最終需要によってどの程度の移輸入が誘発されたか（移輸入誘発係数）を最終需要の項目別にみると、総固定資本形成（民間）が０．５７倍、家計外消費支出０．４９倍、民間消費支出０．４４倍となっている。平成７年と比べると、一般政府消費支出、総固定資本形成（民間）、移輸出で上昇し、家計外消費支出、民間消費支出、総固定資本形成（公的）、在庫純増で低下している。
用語の解説
  移輸入誘発額
  　最終需要は県内生産のみではなく、移輸入も誘発する。最終需要によって直接、間接に誘発された移

  輸入額を移輸入誘発額といい、最終需要の項目別にみたものを最終需要項目別移輸入誘発額という。
  移輸入誘発依存度
  　移輸入誘発額の最終需要項目別構成比であり、移輸入がどの最終需要項目によりどれだけ誘発された

  かの割合を示している。

  移輸入誘発係数
    ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の移輸入がどれだけ増加しているかを示す

係数である。
[image: image19.wmf]図１３　最終需要項目別移輸入誘発依存度
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[image: image20.wmf]図１４　最終需要項目別移輸入誘発係数
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表９　最終需要項目別移輸入誘発額・移輸入誘発依存度・移輸入誘発係数

[image: image21.wmf]　移輸入誘発額（億円）

　移輸入誘発依存度（％）

　移輸入誘発係数（倍）

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

平成２年

平成７年

平成12年

最終需要計

23,394

25,633

28,676

100.00

100.00

100.00

0.3839

0.3584

0.3789

家計外消費支出

600

839

806

2.59

3.27

2.81

0.4606

0.4998

0.4909

民間消費支出

10,698

11,491

11,243

46.13

44.83

39.21

0.4344

0.4575

0.4400

一般政府消費支出

1,061

2,204

2,595

4.58

8.60

9.05

0.1820

0.2036

0.2206

総固定資本形成（公的）

1,937

1,696

1,823

8.35

6.62

6.36

0.4239

0.3563

0.3522

総固定資本形成（民間）

3,679

2,760

5,612

15.87

10.77

19.57

0.5346

0.4135

0.5748

在庫純増

39

173

42

0.17

0.67

0.15

0.7519

0.6701

0.2542

移輸出

5,380

6,471

6,556

22.31

25.24

22.86

0.3020

0.2914

0.3032

（注）３５部門による


１２．産業の影響力と感応度
ある産業の生産活動に起因する他産業への生産誘発は、その産業の他産業への影響力を示し、影響力係数によってその大きさをみることができる。また、ある産業が、他産業の生産活動にどの程度影響されるかは、感応度係数の大きさによってみることができる。この影響力係数、感応度係数には、自部門の取り扱いにより次の３種類がある。
第１種　　自部門への直接、間接効果分を含めたもの
第２種　　自部門への直接効果分を除いたもの
第３種　　自部門への直接、間接効果分を除いたもの
ここでは、第１種係数（３５部門）によって説明することにする。
影響力係数の大きい部門は、畜産、食料品、鉄鋼等の１４部門で、中間投入率が高く、県内の他産業から原材料を調達できる産業となっている。反対に小さい部門は、漁業、不動産、教育・研究など第１次産業や第３次産業の中間投入率の低い産業となっている。
感応度係数の大きい部門は、商業、対事業所サービス、金融・保険などで、低い産業は非鉄金属、輸送機械、精密機械などとなっている。
影響力係数と感応度係数により産業を４つのグループに分けてみると、第１象限（Ⅰ）に属する産業は他の部門に与える影響も大きく、他の部門から受ける影響も大きい部門であり、パルプ・紙・木製品、電力・ガス・熱供給などが該当する。第２象限（Ⅱ）は他の部門へ与える影響は大きいが、他の部門から受ける影響は小さい部門で畜産などが該当する。第３象限（Ⅲ）は他の部門へ与える影響、他の部門から受ける影響とも小さい部門で、漁業、化学製品などが該当する。第４象限（Ⅳ）は他の部門へ与える影響は小さく、他の部門から受ける影響は大きい部門で、商業、対事業所サービスなどが該当する。これらの４つのグループに分けられた産業の生産額の合計をみると、第１象限（Ⅰ）に属する産業の生産額の合計は２兆１，０３２億円（構成比２６．７％）、第２象限（Ⅱ）が８，０２７億円（同１０．２％）、第３象限（Ⅲ）が１兆８，９１６億円（同２４．０％）、第４象限（Ⅳ）が３兆８１４億円（同３９．１％）となった。

用語の説明

影響力係数
　逆行列係数表の列和は、ある産業に１単位の需要があったときの全産業に及ぼす総効果を示すが、
これを全部門の平均で除したものが影響力係数である。この係数が１より大きい部門は影響力が平均
より大きく、一般に各部門からの直接・間接の原材料投入率（中間投入率）の高い部門で大となる。

感応度係数
　各部門に最終需要が１単位ずつあった場合に、各産業から受ける総影響が、どの部門で大きいかを

表す。逆行列係数表の行和を全部門の平均値で除して求められ、この係数が１より大きい部門は感応

度が高く、需要部門が多岐にわたり、他産業の影響を受けやすい産業で大となる。

逆行列係数
ある産業に対する需要が生じた場合、各産業がどれくらい生産を行う必要があるかを係数として表  

    しているもの。
図１５　影響力係数と感応度係数（第１種係数）
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[image: image23.wmf]図１６　影響力係数・感応度係数による分類別生産額構成比の推移
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[image: image24.wmf]表１０　影響力係数と感応度係数

　 　第１種�

 　　第２種�

　 　第３種�

部門名

影響力

感応度

影響力

感応度

影響力

感応度

1

農業

0.9618

1.0080

0.8199

1.0378

0.7135

0.9589

2

畜産

1.2432

0.9122

2.1454

0.5864

2.1319

0.3757

3

林業

1.0016

0.9780

1.0077

0.8965

0.3931

0.2679

4

漁業

0.9122

0.8282

0.5864

0.1907

0.6203

0.1747

5

鉱業

1.0423

0.9665

1.1991

0.8420

1.3364

0.9341

6

食料品

1.1360

1.0136

1.6408

1.0641

1.6075

0.9578

7

繊維製品

0.9591

0.7927

0.8075

0.0236

0.8917

0.0086

8

パルプ・紙・木製品

1.0428

1.1155

1.2018

1.5440

0.9685

1.3540

9

化学製品

0.9442

0.8075

0.7373

0.0932

0.8190

0.0934

10

石油・石炭製品

0.9950

0.8175

0.9762

0.1402

1.0547

0.1129

11

窯業・土石製品

1.0964

0.9136

1.4542

0.5930

1.4286

0.4585

12

鉄鋼

1.0771

0.8662

1.3631

0.3698

1.4147

0.2957

13

非鉄金属

0.9310

0.7914

0.6747

0.0172

0.7453

0.0045

14

金属製品

0.9228

0.8270

0.6363

0.1849

0.6906

0.1821

15

一般機械

0.9569

0.7949

0.7968

0.0341

0.8751

0.0159

16

電気機械

0.9513

0.8079

0.7704

0.0953

0.8124

0.0519

17

輸送機械

0.9467

0.7941

0.7489

0.0302

0.8308

0.0212

18

精密機械

0.9363

0.7892

0.7000

0.0071

0.7826

0.0020

19

その他の製造工業製品

0.9145

1.0163

0.5972

1.0766

0.5718

1.1119

20

建設

1.0092

1.1156

1.0435

1.5448

1.1523

1.7170

21

電力・ガス・熱供給

1.0784

1.2213

1.3692

2.0424

1.4306

2.1890

22

水道・廃棄物処理

1.0383

1.0079

1.1804

1.0371

1.0274

0.8660

23

商業

0.9769

1.5867

0.8913

3.7635

0.9519

4.1874

24

金融・保険

0.9936

1.7517

0.9701

4.5410

0.7632

4.7857

25

不動産

0.8999

1.0262

0.5283

1.1234

0.5727

1.2431

26

運輸

0.9874

1.3047

0.9406

2.4352

0.8370

2.5205

27

通信・放送

1.0415

1.1315

1.1955

1.6192

0.8758

1.3531

28

公務

0.9647

0.8677

0.8336

0.3769

0.9384

0.4240

29

教育・研究

0.8979

1.1364

0.5191

1.6424

0.5822

1.8475

30

医療・保健・社会保障

0.9540

0.7994

0.7832

0.0552

0.8211

0.0009

31

その他の公共サービス

0.9698

0.8775

0.8579

0.4230

0.9635

0.4736

32

対事業所サービス

0.9466

1.6786

0.7485

4.1967

0.6429

4.5272

33

対個人サービス

1.0459

0.8475

1.2160

0.2817

1.3169

0.2645

34

事務用品

1.1652

0.8474

1.7780

0.2810

1.9987

0.3122

35

分類不明

1.0597

0.9597

1.2811

0.8100

1.4371

0.9064

内生部門計

1.0000

1.0000

1.0000

1.0000

1.0000

1.0000
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